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令和４年１月７日

保険年金課

本則 令和４年度（案）

46：54

65：35

46.50% 45.74%

- -

34.03% 35.29%

19.47% 18.97%

8.80% 5.60%

- -

29,800 21,400

26,600 17,400

88,282 60,180

72,189 49,015

2.40% 2.40%

- -

8,700 8,700

7,600 7,600

25,001 25,001

20,341 20,341

1.75% 1.75%

- -

8,500 8,500

5,400 5,400

24,460 24,460

20,334 20,334

113,283 85,181

137,743 109,641

92,530 69,356

112,864 89,690

-23,174 

-20.5%

【補足】

　・令和３年１２月１４日時点の国民健康保険被保険者状況で試算。

　・基礎控除額、限度超過額及び軽減判定基準額は令和３年度基準。

　・賦課基準額は令和３年度所得（令和２年中の収入）で試算。

２．令和４年度保険料率（案）

応能割：応益割

均等割：平等割

所得割

資産割

均等割

平等割

所得割

資産割

均等割

平等割

１人あたり軽減前

１人あたり軽減後

所得割

資産割

均等割

平等割

１人あたり軽減前

１人あたり軽減後

所得割

資産割

均等割

平等割

１人あたり軽減前

１人あたり軽減後

１人あたり軽減前（医療＋支援）

１人あたり軽減前（医療＋支援＋介護）

１人あたり軽減後（医療＋支援）

１人あたり軽減後（医療＋支援＋介護）

本則比較（１人あたり金額）

本則比較（率）

基金繰入額

賦課割合

医
療
分

料
率

支
援
分

料
率

介
護
分

料
率
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３．国保会計の推移

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度
（12月補正後）

令和４年度
（予算）

令和4年度－
令和3年度

930,479 996,939 740,673 701,634 △ 39,039

3,568,704 3,445,920 4,029,542 3,978,849 △ 50,693

457,343 495,608 440,689 429,289 △ 11,400

70,000 0 136,000 190,000 54,000

29,969 79,678 94,928 10,000 △ 84,928

20,458 26,752 17,471 17,239 △ 232

5,076,953 5,044,897 5,459,303 5,327,011 △ 132,292

3,449,793 3,325,026 3,971,965 3,927,898 △ 44,067

1,409,241 1,372,740 1,218,088 1,183,984 △ 34,104

42,831 30,363 54,208 53,266 △ 942

30,271 146,291 91,559 41,038 △ 50,521

65,139 75,548 123,483 120,825 △ 2,658

4,997,275 4,949,968 5,459,303 5,327,011 △ 132,292

79,678 94,929 0 0

79,678 94,929 0 0

49,709 15,251 △ 94,929 0

9,980 161,542 △ 139,370 △ 148,962

622,900 769,191 724,750 575,788

①形式収支＝歳入－歳出

②実質収支＝形式収支－翌年度に繰り越すべき財源

③単年度収支＝当年度実質収支－前年度実質収支

④実質単年度収支＝単年度収支＋基金積立金－基金繰入金

区 分

保険料

国・県支出金

一般会計繰入金

基金繰入金

繰越金

その他

合 計

保険給付費

国保事業費納付金

保健事業費

基金積立金

その他

合 計

形 式 収 支

実 質 収 支

単 年 度 収 支

実質単年度収支

基金保有額（年度末）

歳　
　
　

出

歳　
　
　

入

⑥

⑤

① ③

④②
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（案）

発 運 協 第 号

令和４年 月 日

倉吉市長 石 田 耕太郎 様

倉吉市国民健康保険運営協議会

会 長 笠 見 猛

倉吉市国民健康保険料について（答申）

令和４年１月 17 日付発保年第 1204 号で諮問のありましたこのことについて、次のとお

り答申します。

記

本協議会は、令和４年１月 17 日に、倉吉市長から「倉吉市国民健康保険料について」の

諮問を受け、協議会を書面開催し、審議を行った。このたび、令和４年度の保険料について

答申する。

引き下げの目的と規模、財政状況及び基金の状況などについて、担当課の説明を受けた。

それにより、本市の財政状況及び基金保有額等を総合的に勘案した結果、臨時的に保険料を

引き下げた場合も、国民健康保険の安定的な運営に支障をきたすものではないことを理解

した。

これらの結果、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に鑑み、被保険者の負担軽減を図る

ため、令和４年度に限り、引き続き令和３年度と同じ保険料率とすることを了承し、本協議

会として次のとおり答申する。

１ 令和４年度の保険料を次のとおりとすること。

保険料を令和３年度と同じ保険料率とする。

２ 令和５年度以降の保険料については、令和４年度以降に改めて協議すること。
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倉吉市国民健康保険条例の一部改正について

【改正理由】

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に鑑み、被保険者の負担軽減を図るため、令和３年度限りと

していた倉吉市国民健康保険の保険料率の引下げを、令和４年度も継続するものです。

また、国民健康保険法施行令の一部を改正する政令（令和４年政令第●号）が公布され、令和４年

度から賦課限度額の引上げが行なわれることから、所要の改正を行うものです。

【改正要旨】

１ 令和３年度における基礎賦課額の保険料率の特例について、令和４年度も引き続いて適用させる

こととした。 （制定附則第16条関係）

２ 基礎賦課限度額を現行63万円から65万円に引き上げることとした。（第16条の３、第21条関係）

３ 後期高齢者支援金等賦課限度額を現行19万円から20万円に引き上げることとした。

（第17条、第21条関係）

４ この条例は、令和４年４月１日から施行することとした。 （改正附則第１項関係）

５ 所要の経過措置を置くこととした。 （改正附則第２項関係）
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倉吉市国民健康保険条例の一部を改正する条例

倉吉市国民健康保険条例（昭和63年倉吉市条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改正後 改正前

（基礎賦課限度額） （基礎賦課限度額）

第16条の３ 第９条の３又は第13条の基礎賦課額

（一般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯に

属する場合には、第９条の３の基礎賦課額と第13

条の基礎賦課額との合算額をいう。第20条及び第

21条において同じ。）は、65万円を超えることがで

きない。

第16条の３ 第９条の３又は第13条の基礎賦課額

（一般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯に

属する場合には、第９条の３の基礎賦課額と第13

条の基礎賦課額との合算額をいう。第20条及び第

21条において同じ。）は、63万円を超えることがで

きない。

（後期高齢者支援金等賦課限度額） （後期高齢者支援金等賦課限度額）

第17条 第16条の４又は第16条の８の後期高齢者支

援金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が

同一の世帯に属する場合には、第16条の４の後期

高齢者支援金等賦課額と第16条の８の後期高齢者

支援金等賦課額との合算額をいう。第20条及び第

21条において同じ。）は、20万円を超えることがで

きない。

第17条 第16条の４又は第16条の８の後期高齢者支

援金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が

同一の世帯に属する場合には、第16条の４の後期

高齢者支援金等賦課額と第16条の８の後期高齢者

支援金等賦課額との合算額をいう。第20条及び第

21条において同じ。）は、19万円を超えることがで

きない。

（低所得者の保険料の減額） （低所得者の保険料の減額）

第21条 次の各号に該当する納付義務者に対して課

する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第９条

の３又は第13条の基礎賦課額からそれぞれ、当該

各号に定める額を減額して得た額（当該減額して

得た額が、65万円を超える場合には65万円）とす

る。

第21条 次の各号に該当する納付義務者に対して課

する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第９条

の３又は第13条の基礎賦課額からそれぞれ、当該

各号に定める額を減額して得た額（当該減額して

得た額が、63万円を超える場合には63万円）とす

る。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

２ 略 ２ 略

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の

減額について準用する。この場合において、第１項

中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と、「第９条の３又は第13条」とあるのは

「第16条の４又は第16条の８」と、「65万円」とあ

るのは「20万円」と読み替えるものとする。

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の

減額について準用する。この場合において、第１項

中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と、「第９条の３又は第13条」とあるのは

「第16条の４又は第16条の８」と、「63万円」とあ

るのは「19万円」と読み替えるものとする。

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課額

の減額について準用する。この場合において、第１

項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」

と、「第９条の３又は第13条」とあるのは「第17条

の２」と、「65万円」とあるのは「17万円」と読み

替えるものとする。

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課額

の減額について準用する。この場合において、第１

項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」

と、「第９条の３又は第13条」とあるのは「第17条

の２」と、「63万円」とあるのは「17万円」と読み

替えるものとする。

附 則 附 則

（令和３年度及び令和４年度の保険料率の特例） （令和３年度の保険料率の特例）

第16条 令和３年度及び令和４年度の第12条の規定

による保険料率については、同条第１号中「100分

の8.8」とあるのは「100分の5.6」と、同条第２号

第16条 令和３年度の第12条の規定による保険料率

については、同条第１号中「100分の8.8」とあるの

は「100分の5.6」と、同条第２号中「29,800円」と
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の倉吉市国民健康保険条例の規定は、令和４年度以後の年度分の保険料につい

て適用し、令和３年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。

中「29,800円」とあるのは「21,400円」と、同条第

３号ア中「26,600円」とあるのは「17,400円」と、

同条第３号イ中「13,300円」とあるのは「8,700円」

と、同条第３号ウ中「19,950円」とあるのは「13,050

円」とする。

あるのは「21,400円」と、同条第３号ア中「26,600

円」とあるのは「17,400円」と、同条第３号イ中

「13,300円」とあるのは「8,700円」と、同条第３

号ウ中「19,950円」とあるのは「13,050円」とする。
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倉吉市国民健康保険条例等の一部改正について

【改正理由】

郵便法及び民間事業者による信書の送達に関する法律の一部を改正する法律（令和２年法律第70号）

による郵便法の改正に伴い、令和３年10月１日から、日本郵便株式会社が行う郵便物の配達が土曜日

に行われなくなり、及び配達に要する日数が１日程度繰り下がる場合があることとなっています。こ

のため、郵便によって配達される市の納付書について、仮に毎年の同じ日に発送した場合でも、年ご

とでその到達の日が大きく相違することがあることとなり、ひいては、市の条例において定める国民

健康保険の保険料その他の金銭の納付についての納期に関し、一律にその始期を定め、及び適用させ

ることが困難になります。

このため、関係する市の条例において定める納期に関する規定において、その終期のみを定めて始

期を定めないこととするよう、所要の改正を行うものです。

【改正要旨】

１ 倉吉市国民健康保険条例の一部改正 第１条関係

(１) 普通徴収に係る保険料の納期を各年の７月から翌年の３月までの各月の末日（12月にあって

は28日）とすることとした。 （第19条関係）

(２) その他所要の改正を行うこととした。

２ 倉吉市後期高齢者医療に関する条例の一部改正 第２条関係

(１) 普通徴収に係る保険料の納期を各年の７月から翌年の３月までの各月の末日（12月にあって

は28日）とすることとした。 （第４条関係）

(２) その他所要の改正を行うこととした。

３ 倉吉市介護保険条例の一部改正 第３条関係

(１) 普通徴収に係る保険料の納期を各年の７月から翌年の２月までの各月の末日（12月にあって

は28日）とすることとした。 （第３条関係）

(２) その他所要の改正を行うこととした。

４ この条例は、令和４年４月１日から施行することとした。 附則関係
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倉吉市国民健康保険条例等の一部を改正する条例

（倉吉市国民健康保険条例の一部改正）

第１条 倉吉市国民健康保険条例（昭和63年倉吉市条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

（倉吉市後期高齢者医療に関する条例の一部改正）

第２条 倉吉市後期高齢者医療に関する条例（平成19年倉吉市条例第44号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改正後 改正前

（普通徴収に係る保険料の納期） （普通徴収に係る保険料の納期）

第19条 法第76条の３第１項に規定する普通徴収に

係る保険料の納期は、各年の７月から翌年の３月

までの各月の末日（12月にあっては28日）とする。

第19条 法第76条の３第１項に規定する普通徴収に

係る保険料の納期は、次のとおりとする。

第１期 ７月16日から同月31日まで

第２期 ８月16日から同月31日まで

第３期 ９月16日から同月30日まで

第４期 10月16日から同月31日まで

第５期 11月16日から同月30日まで

第６期 12月16日から同月28日まで

第７期 １月16日から同月31日まで

第８期 ２月16日から同月末日まで

第９期 ３月16日から同月31日まで

２ 略 ２ 略

（保険料の納期前の納付） （保険料の納期前の納付）

第23条 被保険者が保険料納付通知書に記載された

納付額のうち、直近で到来する納期に係る納付額

に相当する金額の保険料を納付しようとする場合

においては、当該納期の後の納期に係る納付額に

相当する金額の保険料をあわせて納付することが

できる。

第23条 被保険者が保険料納付通知書に記載された

納付額のうち、到来した納期に係る納付額に相当

する金額の保険料を納付しようとする場合におい

ては、当該納期の後の納期に係る納付額に相当す

る金額の保険料をあわせて納付することができ

る。

改正後 改正前

（普通徴収に係る保険料の納期） （普通徴収に係る保険料の納期）

第４条 普通徴収（法第107条第１項に規定する普通

徴収をいう。以下同じ。）の方法によって徴収する

保険料の納期は、各年の７月から翌年の３月まで

の各月の末日（12月にあっては28日）とする。

第４条 普通徴収（法第107条第１項に規定する普通

徴収をいう。以下同じ。）の方法によって徴収する

保険料の納期は、次のとおりとする。

第１期 ７月16日から同月31日まで

第２期 ８月16日から同月31日まで

第３期 ９月16日から同月30日まで

第４期 10月16日から同月31日まで

第５期 11月16日から同月30日まで

第６期 12月16日から同月28日まで

第７期 １月16日から同月31日まで

第８期 ２月16日から同月末日まで

第９期 ３月16日から同月31日まで

２ 略 ２ 略
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（倉吉市介護保険条例の一部改正）

第３条 倉吉市介護保険条例（平成12年倉吉市条例第11号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。

３ 納期ごとの保険料の分割金額に100円未満の端

数があるとき又はその分割金額の全額が100円未

満であるときは、その端数金額又はその全額は、全

て最初の納期に係る分割金額に合算するものとす

る。

３ 納期ごとの分割金額に100円未満の端数がある

とき又はその分割金額の全額が100円未満である

ときは、その端数金額又はその全額は、すべて最初

の納期に係る分割金額に合算するものとする。

４ 被保険者は、普通徴収に係る保険料のうち、直近

で到来する納期に係る納付額に相当する金額の保

険料を納付しようとする場合においては、当該納

期の後の納期に係る納付額に相当する金額の保険

料をあわせて納付することができる。

４ 被保険者は、普通徴収に係る保険料のうち、到来

した納期に係る納付額に相当する金額の保険料を

納付しようとする場合においては、当該納期の後

の納期に係る納付額に相当する金額の保険料をあ

わせて納付することができる。

改正後 改正前

（普通徴収に係る納期） （普通徴収に係る納期）

第３条 普通徴収（法第131条に規定する普通徴収を

いう。以下同じ。）に係る保険料の納期（以下「納

期」という。）は、各年の７月から翌年の２月まで

の各月の末日（12月にあっては28日）とする。

第３条 普通徴収（法第131条に規定する普通徴収を

いう。以下同じ。）に係る保険料の納期（以下「納

期」という。）は、次のとおりとする。

第１期 ７月16日から同月31日まで

第２期 ８月16日から同月31日まで

第３期 ９月16日から同月30日まで

第４期 10月16日から同月31日まで

第５期 11月16日から同月30日まで

第６期 12月16日から同月28日まで

第７期 １月16日から同月31日まで

第８期 ２月16日から同月末日まで

２・３ 略 ２・３ 略

（保険料の納期前の納付） （保険料の納期前の納付）

第５条の２ 法第132条の規定により普通徴収に係

る保険料の納付義務を負う者（以下「保険料の納付

義務者」という。）は、普通徴収に係る保険料のう

ち、直近で到来する納期に係る納付額に相当する

金額の保険料を納付しようとする場合において

は、当該納期の後の納期に係る納付額に相当する

金額の保険料をあわせて納付することができる。

第５条の２ 法第132条の規定により普通徴収に係

る保険料の納付義務を負う者（以下「保険料の納付

義務者」という。）は、普通徴収に係る保険料のう

ち、到来した納期に係る納付額に相当する金額の

保険料を納付しようとする場合においては、当該

納期の後の納期に係る納付額に相当する金額の保

険料をあわせて納付することができる。
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（単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度

当初予算額 当初予算額 増減額 伸び率
(Ａ) (Ｂ) (A)－(B)　（C) （C)/(B)

1 国民健康保険料 701,634 740,673 △ 39,039 △ 5.3

2 使用料及び手数料 454 554 △ 100 △ 18.1

3 国庫支出金 1 1 0 0.0

4 県支出金 3,978,848 3,696,978 281,870 7.6

5 財産収入 15 55 △ 40 △ 72.7

一般会計繰入金 429,289 411,768 17,521 4.3

財政調整基金繰入金 190,000 203,000 △ 13,000 △ 6.4

7 繰越金 10,000 10,000 0 0.0

8 諸収入 16,770 16,862 △ 92 △ 0.5

歳 入 合 計 5,327,011 5,079,891 247,120 4.9

1 総務費 134,433 140,407 △ 5,974 △ 4.3

2 保険給付費 3,927,898 3,639,402 288,496 7.9

3 国保事業費納付金 1,183,984 1,218,088 △ 34,104 △ 2.8

4 保健事業費 53,266 54,208 △ 942 △ 1.7

5 予備費 27,430 27,786 △ 356 △ 1.3

歳 出 合 計 5,327,011 5,079,891 247,120 4.9

　※年間平均被保険者数(見込み)　R4：9,786人（R3：10,033人　247人減）

(１) 歳入の主なもの

○ 国民健康保険料 701,634千円 (前年比：5.3％減)

○ 県支出金 3,978,848千円 (前年比：7.6％増)

○ 一般会計繰入金 429,289千円 (前年比：4.3％増)

○ 財政調整基金繰入金 190,000千円 (前年比：6.4％減)
   　★基金残高見込：R４末 576百万円

(２) 歳出の主なもの

○ 総務費 134,433千円 (前年比：4.3％減)

○ 保険給付費 3,927,898千円 (前年比：7.9％増)

○ 国保事業費納付金 1,183,984千円 (前年比：2.8％減)

○ 保健事業費 53,266千円 (前年比：1.7％減)
　　  特定健診未受診者勧奨 5,819千円、糖尿病性腎症重症化予防事業 3,943千円など

【重点目標】

　★保健事業の推進による健康寿命の延伸

　　・レセプトデータ、健診データ等の分析、活用による効果的な保健事業の実施

　　・糖尿病性腎症重症化予防事業の実施

　★医療費適正化に向けた取り組み

　　・レセプト点検、第三者行為求償、後発医薬品普及促進等の強化

　★保険料の適正賦課と収納の向上による負担の公平化

     ・口座振替納付の促進　・効率的な滞納整理の実施

令和４年度　国民健康保険事業特別会計　予算について

比　較

予 算 科 目
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